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資料１

まち・ひと・しごと創生事業の概要
人口減少時代における“地方創生”の考え方

――― 目次 ―――――――――――――

１ 社会背景 １

２ まち・ひと・しごと創生創生方の制定について ３

３ 国による「長期ビジョン」及び「総合戦略」の策定 ５

（１）まち・ひと・しごと創生長期ビジョン ５

（２）まち・ひと・しごと創生総合戦略 ６

４ 市町村の対応について １２

（１）市町村におけるまち・ひと・しごと創生の考え方 １２

（２）地方人口ビジョン １４

（３）地方版総合戦略 １５
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１ 社会背景

我が国は、2008年（平成20年）をピークに人口減少が進んでいます。急速な少子高齢化の進

展に的確に対応し、人口減少の歯止めをかけること、東京圏への人口の過度の集中を是正すること、

そしてそれぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持してい

くことが緊急の課題となっています。

■国の基本的な流れ

■人口減少と地域経済縮小の克服

人口減少

・日本の総人口は2008年をピ

ークに減少。

・2050年には9,700 万人程度

となる。

・2100年には5,000 万人を割

り込む。

・地方の若い世代が、過密で出生

率が極めて低い大都市部に流

出し、日本全体としての少子

化、人口減少につながってい

る。

地
域
産
業
の
競
争
力
低
下
と

人
口
減
少
の
悪
循
環

地域経済の縮小

・人口減少による消費市場の規模

縮小。

・地域経済の縮小が、住民の経済

力の低下につながり、地域社会

の様々な基盤の維持を困難とし

ている。

・地方と東京圏の経済格差拡大等

が、若い世代の地方からの流出

と東京圏への一極集中を招いて

いる。

平成 20 年をピークに人口減少へ 人口減少に歯止めをかける「積極戦略」

人口減少に対応するための「調整戦略」

「少子化対策基本法」

制定

少子化社会対策会議

↓
子どもと家族を応援する日本重点戦略

↓
少子化対策特別部会第１次報告で

これからの保育制度のあり方を提言

第 18 条

第1次安倍改造内閣以降
「内閣府特命担当大臣（少
子化対策担当）」設置

「日本創生会議」のもとに
「人口減少問題検討分科会」

設置

まち・ひと・しごと創生法

↓
少子高齢化の進展に的確に対応

↓
人口減少に歯止めをかけ、東京圏への人口の過度の集

中を是正し、住みよい住環境を確保し、将来にわたっ

て活力ある日本社会を維持する

平成 15 年 平成 19 年 平成 26 年
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【参考】日本の総人口の推移と推計

○日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万

人を割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。

（出所）総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推

計）：出生中位・死亡中位推計」（各年 10 月 1日現在人口） 厚生労働省「人口動態統計」

※１ 出典：平成 25 年度 総務省「人口推計」（2010 年国勢調査においては、人口 12,806 万人、生産年齢人口割合 63.8％、

高齢化率 23.0％）
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２ まち・ひと・しごと創生法の制定について

前述の社会潮流に対して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくために、「まち・ひ

と・しごと創生法」が平成26年12月２日に施行されました。

■まち・ひと・しごと創生法制定の意義

■まち・ひと・しごと創生法 法趣旨

○ 人口減少問題についての国民の意識共有（第 1条・第 2条）

⇒第1条で国家的課題と明言し、第2条で「結婚や出産は個人の決定に基づくもの」と規定

○ 政府における推進体制の整備（第 11条～第 20条）

⇒第1条を推進する上で、中長期的な政策検討・決定の体制確保（全省庁及び官民の参画）

○ 国・地方公共団体を挙げた取組の確保（第 9条・第 10条）

⇒「地方」創生に示された地方主導の意思と国との一体的な推進

○ 第 1条 目的

⇒我が国における、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を

是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を

維持していくためには、

◆国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな 生活を安心して営むことが

できる地域社会の形成 まち

◆地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保 ひと

◆地域における魅力ある多様な就業の機会の創出 しごと

を一体的に推進すること
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■まち・ひと・しごと創生法 基本理念

○ 第 2条 基本理念

⇒次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。

◆それぞれの地域の実情に応じて環境の整備を図ること。

◆日常生活及び社会生活を営む基盤となるサービスについて、その需要及び供給を

長期的に見通しつつ、現在及び将来におけるその提供の確保を図ること。

◆結婚、出産又は育児についての希望を持つことができる社会が形成されるよう

環境の整備を図ること。

◆仕事と生活の調和を図ることができるよう環境の整備を図ること。

◆地域の特性を生かした創業の促進や魅力ある就業の機会の創出を図ること。

◆地域の実情に応じ、地方公共団体相互の連携協力による効率的かつ効果的な行政

運営の確保を図ること。

◆国、地方公共団体及び事業者が相互に連携を図りながら協力するよう努めるこ

と。
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３ 国による「長期ビジョン」及び「総合戦略」の策定

まち・ひと・しごと創生法に基づき、国は、平成26年 12月 27日に、人口の現状と将来の姿

を示し、今後目指すべき将来の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を、また、

これに基づいて今後５か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」をそれぞれ閣議決定し、まち・ひと・しごと創生に総合的に取り組むこととし

ています。

■まち・ひと・しごと創生の全体像

（１）まち・ひと・しごと創生長期ビジョン

→人口の現状と将来の姿を示し、人口問題に関する国民の基本認識の共有を目指すとともに、今後取

り組むべき将来の方向を提示

我が国が目指すべき将来の方向として、「将来にわたって活力ある日本社会を維持」を掲げ、人

口減少に歯止めをかけていくための今後の基本的視点として、以下の３つを挙げています。

■人口ビジョンにおける基本的視点

また、まち・ひと・しごと創生長期ビジョンの中長期展望として、以下の２つを挙げています。

■人口ビジョンにおける中長期展望

① 東京一極集中の是正

② 若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現

③ 地域の特性に応じた地域課題の解決

50 年後の人口は
どうあるべきか

[人口ビジョン]

5 年後の到達点

[総合戦略]

現在

スタート地点

○平成25年現在 1.43 である合計特殊出生率を、若い世代の希望を実現する

ことによって、1.8 程度に上げ、同水準を2030年までに達成し、さらに、

2040年に2.07程度まで上昇させると、2060年の人口は約１億人程度（１

億200万人）となることが見込まれ、わが国の人口減少に歯止めがかかると

ともに、人口構造が「若返る」こととなる。

○このように人口の安定化を図り、同時に産業部門において生産性の向上を図

れば、2050年代において、1.5～２％程度の実質GDP成長率が維持できる

と期待できる。
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（２）まち・ひと・しごと創生総合戦略

→「長期ビジョン」に示された日本の人口の現状と将来の姿を踏まえ、人口減少を克服し将来にわた

って活力ある日本社会を実現するための５か年計画を提示

■総合戦略の基本的な考え方

また、従来の政策の弊害を排除し、人口減少の克服と地方創生を確実に実現するため、次の５つ

の政策原則に基づきつつ、関連する施策を展開することが必要とされています。

■「まち・ひと・しごと創生」政策５原則

「人口減少と地域経済縮小の克服」と

「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」をめざす

○ 地方は、人口減少を契機に、「人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減

少を加速させる」という負のスパイラルに陥るリスクが高い

○ このまま地方が弱体化するならば、地方からの人材流入が続いてきた大都市もいずれ衰退

し、競争力が弱まることは必至

○ 人口減少を克服し、地方創生を成し遂げるため、人

口、経済、地域社会の課題に対して一体的に取り組

むことが何よりも重要

○ 「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」

を呼び込む好循環を確立し、地方への新たな人の流

れを生み出すこと、その好循環を支える「まち」に

活力を戻すことが急務

① 自 立 性 ⇒国の支援がなくとも地域・地方の事業が継続する状態を目指す。

② 将 来 性 ⇒自主的かつ主体的に取り組むことを支援する施策に重点を置く。

③ 地 域 性 ⇒「縦割り」的な支援ではなく、各地域の実態に合った施策を支援する。

④ 直 接 性 ⇒ひとの移転・しごとの創出やまちづくりを直接的に支援する施策を集中的に

実施する。

⑤ 結果重視 ⇒明確なPDCAメカニズムの下に、客観的な指標により検証し、必要な改善

を行う。
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「まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、地方における様々な政策による効果を集約し、人口

減少の歯止め、「東京一極集中」の是正を、着実に進めていくために、以下の４つの「基本目標」

を設定します。

また、「基本目標」については、「長期ビジョン」を踏まえ、「総合戦略」の目標年次である2020

年において、国として実現すべき成果（アウトカム）を重視した数値目標を設定するものとします。

■４つの基本目標

地方版総合戦略は、ＰＤＣAサイクルを確立し着実に実施していくため、基本目標、施策ごとに

数値目標を定める必要があります。また、行政活動そのものの結果（アウトプット）ではなく、実

現すべき成果（アウトカム）に結び付けることが重要です。

地方版総合戦略の推進にあたっては、実施計画に基づいて事業を実施し、設定した数値目標を基

に、実施した施策・事業の効果を検証しながら、必要に応じて総合戦略を改訂するという一連のプ

ロセス（ＰＤＣＡサイクル）を実行していくことになります。

■ＰＤＣＡサイクルによる計画の実施イメージ

基本目標１ 地方における安定した雇用を創出する

基本目標２ 地方への新しいひとの流れをつくる

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

基本目標４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る

とともに、地域と地域を連携する

PDCAサイクル

Plan

⇒施計画においてKPI を設定

Do

⇒事業を実施

Check

⇒外部有識者も参加した検証

機関において、KPI により効

果を検証

Action

⇒総合戦略の改訂

実施計画

農業の担い手確保・育成

KPI：新規就農者数 ●●人

移住・交流の専門相談員の配置

KPI：相談件数 ●●件

若者向け職業相談

KPI：若者の就業率 ●●％

・
・
・
・
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基本目標１「地方における安定した雇用を創出する」

○現状・課題

◆ 2013年の転入超過数の状況を見ると、東京圏では10万人の転入超過となっており、そ

の大半は10代後半～20代の若者

◆ 東京圏への人口移動は、経済・雇用情勢の格差が影響しており、地方における雇用創出が

東京一極集中是正につながる

○基本目標の方向性

地方において若者向けの雇用をつくる。2020年までの 5年間で 30万人分

●若い世代における正規雇用労働者の割合の向上。 ●女性の就業率の向上。

○政策パッケージ

主な重要業績評価指標（KPI）

・対日直接投資残高を倍増（18 兆円→35 兆円）

・サービス産業の労働生産性の伸び率を３倍に拡大（平均 0.8％→2.0％）

・雇用型在宅型テレワーカーを全労働者数の 10％以上に増加

・地域経済雇用戦略の企画・実施体制の整備

・地域産業の競争力強化（分野別取組）

・地域産業の競争力強化（業種横断的取組）

・地方への人材還流、地方での人材育成、地方の雇用対策

・ICT 等の利活用による地域の活性化
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基本目標２「地方への新しいひとの流れをつくる」

○現状・課題

◆ 2013年の転入超過数の状況を見ると、東京圏では10万人の転入超過となっており、そ

の大半は10代後半～20代の若者

◆ 東京圏への人口移動は、経済・雇用情勢の格差が影響しており、地方における雇用創出が

東京一極集中是正につながる

○基本目標の方向性

現状で年間 10万人超の東京圏への人口流入に歯止めをかけ、東京圏と地方の人口の転出入を均衡させる

●2020 年までに、東京圏から地方への転出を 4万人増加。●2020 年までに、地方から東京圏への転入を 6万人減少。

○政策パッケージ

主な重要業績評価指標（KPI）

●年間移住あっせん件数 11,000 件

●企業の地方拠点強化の件数を 2020 年までの 5年間で 7,500 件増加

●新規学卒者の県内就職割合を平均 80％

・地方移住の推進

・企業の地方拠点強化、企業等における地方採用・就労の拡大

・地方大学等創生 5か年戦略
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基本目標３「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」

○現状・課題

◆ 出生数は大きく減少 ◆ 就労形態（非正規雇用等）は配偶者の有無の割合に大きく影響

◆ 未婚者の結婚意思は、9割程度の高い水準・理想の子どもの数も2名以上。一方、合計特

殊出生率は1.43となっており、理想と現実のギャップが存在

○基本目標の方向性

若い世代が、安心して結婚・妊娠・子育てできるようにする

●第１子出産前後の女性の継続就業率の向上。 ●結婚希望実績指標の向上。
●夫婦子ども数予定実績指標の向上。

○政策パッケージ

○

主な重要業績評価指標（KPI）

・若者（20～34 歳）の就業率を 78％に向上

・支援ニーズの高い妊産婦への支援実施割合 100％

・第 1子出産前後の女性の継続就業率を 55％に向上

・若い世代の経済的安定

・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

・子ども・子育て支援の充実

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現（「働き方改革」）
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基本目標４「時代に合った地域をつくり、安全なくらしを守るとともに、

地域と地域を連携する」

○現状・課題

◆ 中山間地域・地方都市における人口減少に伴う生活サービス提供等、地域の維持・活性化

への対応

◆ 大都市における高齢化・単身化による医療・介護ニーズの拡大への対応

◆ 老朽インフラ、空き家対応などストック対策

◆ コミュニティ、ふるさとづくりへの対応

○基本目標の方向性

「小さな拠点」の整備や「地域連携」の推進

●若い世代における正規雇用労働者の割合の向上。 ●女性の就業率の向上。

○政策パッケージ

主な重要業績評価指標（KPI）

・「小さな拠点」の形成数（具体的数値は「地方版総合戦略」を踏まえ設定）

・立地適正化計画を作成する市町村数 150

・定住自立圏の協定締結等圏域数 140

・中山間地域等における「小さな拠点」（多世代交流・多機能型）の形成

・地方都市における経済・生活圏の形成

・大都市圏における安心な暮らしの確保

・人口減少等を踏まえた既存ストックのマネジメント強化

・地域連携による経済・生活圏の形成

・住民が地域防災の担い手となる環境の確保

・ふるさとづくりの推進
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４ 市町村の対応について

（１）市町村におけるまち・ひと・しごと創生の考え方

まち・ひと・しごと創生については、国と地方が一体となり、中長期的視野に立って取り組む必

要があります。このため、市町村においては、国の長期ビジョン及び国の総合戦略を勘案しつつ、

当該市町村の人口の現状と将来の展望を提示する地方人口ビジョンを策定し、これを踏まえて、今

後５か年の目標や施策の基本的報告、具体的な施策をまとめた「市町村まち・ひと・しごと創生総

合戦略」を策定することが求められています。

■まち・ひと・しごと創生法における市町村の対応

■人口ビジョン・総合戦略の国と地方の対応

○ 市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略（第 10条）

⇒市町村は、まち・ひと・しごと創生総合戦略（および都道府県まち・ひと・しごと創生総

合戦略）を勘案して、当該市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する

施策についての基本的な計画を定めるよう努めなければならない。（努力義務）

国

長期ビジョン
⇒2060年に1億人程度の人口を確保する中長期展望を提示

総合戦略
⇒2015～2019年度（5か年）の政策目標・施策を策定

地方

地方人口ビジョン
⇒各地域の人口動向や将来人口推計の分析や中長期の将来展望を提示

地方版総合戦略
⇒各地域の人口動向や産業実態等を踏まえ、2015～2019年度（5か年）の政策目標・

施策を策定
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■国の長期ビジョン・総合戦略イメージ

■地

■地方版人口ビジョン・総合戦略イメージ

基本目標 政策パッケージ中長期展望

Ⅰ．人口減少問題

の克服

◎2060 年に１億人程

度の人口を確保

地方における安定した雇用
を創出する

地方への新しいひとの
流れをつくる

若い世代の結婚・出産・子育
ての希望をかなえる

時代に合った地域をつくり、
安心なくらしを守るとともに、

地域と地域を連携する

長期ビジョン

（2060年まで）

総合戦略

（2019 年度までの５か年）

Ⅱ．成長力の確保

◎2050 年代に実質

GDP成長率 1.5〜

2%程度維持

◆若者雇用創出数（地方）：2020年まで

の５年間で３０万人 など

◆地域連携数など

※目標数値は地方版総合戦略を踏まえ設定

◆地方・東京圏の転出入均衡（2020 年）

：地方→東京圏転入６万人減

東京圏→地方転出４万人増 など

◆結婚希望実績指標：80％（2010 年 68％）

◆夫婦子ども数予定（2.12）

：実績指標 95％（2010 年 93％） など

地方移住の推進進

：年間移住あっせん件数11,000 件

企業の地方拠点強化：

拠点強化件数7,500 件、雇用者数

地方大学等活性化

：自県大学進学者割合平均36%（2013年度 32.9％）

若い世代の経済的安定

：若者就業率78%（2013年度 75.4％）

ワーク・ライフ・バランス実現

：男性の育児休業取得率13%（2013年 2.03％）

妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

：支援ニーズの高い妊産婦への支援実施100%

「小さな拠点」の形成

：「小さな拠点」形成数

定住自立圏の形成促進

：協定締結等圏域数（140圏域）

既存ストックのマネジメント

：中古・リフォーム市場規模20兆円（2010年 10兆円）

地域の中核企業、中核企業候補1,000 社支援

：雇用者数８万人創出

訪日外国人旅行消費額３兆円へ（2013年 1.4兆円）

：雇用者数８万人創出

農林水産業の成長産業化 ６次産業市場10兆円

：就業者数５万人創出

基本目標と基本的方向（例） 具体的な施策（例）中長期展望

Ⅰ．人口の現状分析

◎人口動向や将来人

口推計の分析

地方における安定した雇用
を創出する

地方への新しいひとの
流れをつくる

若い世代の結婚・出産・子育
ての希望をかなえる

時代に合った地域をつくり、
安心なくらしを守るとともに、

地域と地域を連携する

地方版人口ビジョン
（2060年まで）

地方版総合戦略

（2019 年度までの５か年）

Ⅱ．人口の将来展望

◎目指すべき将来の

方向性や施策の方

向性を踏まえた人

口の将来展望

◆雇用創出数：●●人

◆転出者数：●●人

◆出生数：●●人

企業や本社機能の立地の促進 KPI：進出企業数 ●●

若者向け職業相談 KPI：若者の就業率 ●●％

多子世帯の負担軽減 KPI：実施市町村数 ●●市町村

地域交通の利用促進 KPI：路線バスの利用者数 ●●人

中心市街地の活性化 KPI：空き店舗数 ●●店

移住・交流の専門相談員の配置 KPI：相談件数 ●●件

観光振興策の実施 KPI：観光入込客数 ●●人

農業の担い手確保・育成 KPI：新規就農者数 ●●人

◆「小さな拠点数」：●●か所
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（２）地方人口ビジョン

■地方人口ビジョンの考え方

■地方人口ビジョンの策定イメージ

○ 国の「長期ビジョン」を勘案しつつ、人口の現状を分析し、今後目指すべき将来の方向と人

口の将来展望を提示。

○ 対象期間は長期ビジョンの期間（2060年）を基本。（地域の実情に応じた期間の設定も可）

人口の現状分析と将来推計

○ 現状のままいくと、長瀞町の人口はどうなるか

・総人口の推移

・年齢別人口の推移

・出生数と出生率の推移

・転入出の推移

等

人口の将来展望

○ どのような目標（人口の見通し）を掲げていくか

○ 目標を実現するために何をしていくべきか

・将来展望に必要な調査・分析

・2060年までの長瀞町の人口

の将来展望

・上記を実現するための目指す

べき将来の方向
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（３）地方版総合戦略

■地方版総合戦略の考え方

■地方版総合戦略の策定イメージ

○ 地方人口ビジョンを踏まえ、地域の実情に応じた目標や施策の基本的方向、具体的な施策を

まとめる。

○ 国の総合戦略を勘案しつつ、効果の高い施策を集中的に実施していく。

基本目標

○ 国の総合戦略が定める政策分野を勘案して、地方版総合戦略における政策分

野を定めるとともに、政策分野ごとの基本目標を設定する。

○ 基本目標には、実現すべき成果に係る数値目標を設定する

（例）国の総合戦略の基本目標【政策パッケージ】

政策分野 基本目標

しごとづくり 地方における安定した雇用を創出する

ひとの流れ 地方への新しいひとの流れをつくる

結婚・出産・子育て 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

まちづくり
時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、

地域と地域を連携する

講ずべき施策に関する基本的方向

○ 基本目標の達成に向けて推進していく施策の基本的な方向性

具体的な施策と客観的な指標

○ 基本目標で設定した政策分野ごとに、それぞれ地域の実情に応じながら計画

期間（５年間）のうちに実施する具体的な施策

○ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）の設定：施策の進捗状況を検証するために設定

する指標



＜消滅可能性＞自治体半数 ２０４０年２０～３９歳女性半減

Ｈ26．5．8

消滅可能性:全８９６自治体

日本創成会議・人口減少問題検討分科会の推計による「消滅可能性」８９６自

治体。数字は、2010 年から 30 年間での 20〜39 歳の女性人口の予想減少率。

◆埼玉県

①東秩父村 ８２．６ ⑪川島町 ６０．０

②小川町 ７５．６ ⑫越生町 ５９．８

③ときがわ町 ７５．５ ⑬寄居町 ５８．５

④鳩山町 ７１．６ ⑭嵐山町 ５８．１

⑤吉見町 ７０．７ ⑮美里町 ５７．８

⑥長瀞町 ６７．５ ⑯行田市 ５６．２

⑦横瀬町 ６７．４ ⑰宮代町 ５６．０

⑧小鹿野町 ６３．６ ⑱北本市 ５５．０

⑨幸手市 ６２．７ ⑲三郷市 ５４．９

⑩皆野町 ６２．３ ⑳飯能市 ５２．３

㉑秩父市 ５１．３

◆全国

①群馬県南牧村 ８９．９ ⑰京都府南山城村 ８３．０

②奈良県上川村 ８９．０ ⑰和歌山県高野町 ８３．０

③青森県今別町 ８８．２ ⑲奈良県東吉野村 ８２．７

④北海道奥尻町 ８６．７ ⑳埼玉県東秩父村 ８２．６

⑤北海道木古内町 ８６．５ ⑳徳島県神山町 ８２．６

⑥群馬県神流町 ８５．５ ㉒北海道姉背牛町 ８２．１

⑦北海道夕張市 ８４．６ ㉓山梨県早川町 ８２．０

⑧北海等歌志内市 ８４．５ ㉔大阪府能勢町 ８１．４

⑨北海道松前町 ８４．４ ㉕石川県能登町 ８１．３

⑨北海道福島町 ８４．４ ㉕鳥取県若桜町 ８１．３

⑨奈良県吉野町 ８４．４ ㉕高知県大月町 ８１．３

⑫群馬県下仁田町 ８３．７ ㉘北海道南幌町 ８０．９

⑫福島県那賀町 ８３．７ ㉙奈良県曽爾村 ８０．６

⑭高知県室戸市 ８３．４ ㉚奈良県新上五島町 ８０．４

⑮新潟県粟島浦町 ８３．２ ㉛高知県大豊町 ８０．２

⑯青森県外ケ浜町 ８３．１



内容

①群馬県南牧村 2,161人 面積118.83㎢ 予算規模約20億円 なんもくむら

②奈良県上川村 1,590人 面積269.16㎢ 小学生21人、中学生14人

③青森県今別町 2,962人 面積125.27㎢ 北海道新幹線奥津軽今別駅開業間近

④北海道奥尻町 2,882人 面積142.98㎢ 予算45億

⑤北海道木古内町 4,611人

⑥群馬県神流町 2,125人 面積114.60㎢

⑦北海道夕張市 9,362人 面積763.07㎢ Ｈ19財政再建団体 406億借金



長瀞町まち・ひと・しごと創生総合戦略　基本方針

　国及び県が策定するまち・ひと・しごと創生総合戦略
を踏まえ、まち・ひと・しごと創生創生法に基づき「長
瀞町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定する

　長瀞町地域創生本部を設置し、長瀞町まち・ひと・しご
と創生総合戦略の検討を行う。

(1) 長瀞町人口ビジョン

　 長期的な人口ビジョンとして策定。本町人口の 現状
と将来推計を分析し、人口問題に関する基本認識の共有
を図り、目指すき将来の方向を示す。

(2) 長瀞町地域創生総合戦略

　ア) 策定する長期的な人口ビジョンを踏まえ、定住の

　　促進、雇用の創出などによって、人口減少に歯止め

　　をかけ、ひとや地域、まちが元気になる魅力的な地　

　　域づくりの施策を示す。

　イ) 交流人口の創出に向けた取組を推進し、様々な地

　　域の人が集い、活気に溢れる地域づくりの施策を示

　　す。

　平成２７年度から平成３１年度（５カ年）

(1) 地域における安定した雇用を創出する。

(2) 地域への新しい人の流れをつくる。

(3) 若い世代の結婚・出産・子育の希望をかなえる。

(4) 時代にあった地域をつくり、安心なくらしを守

　 るとともに、地域と地域を連携する。

　別紙２を参照

(1) 長瀞町地域創生推進会議において、民間の意見

　 集約を行う。

(2) 総合戦略策定後の進行管理も引き続き行う。

資料１－１



別紙１　　　　長瀞町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定体制　　

国の支援

長瀞町人口ビジョン
・人口の現状分析
・人口の将来展望

長瀞町まち・ひと・しごと創生総合戦略
・目標、方向性と施策の策定

第5次総合振興計画に反映

・長瀞町総合戦略の策定

長瀞町地域創生本部
・総合戦略の策定

(事務局　企画財政課）

部　会
・具体的な取組の作成

長瀞町地域創生推進会議

・長瀞町総合戦略の審議

長瀞町議会

素案提出

検証・意見

指示等 報　告

素案提出

審議・意見

資料１－２



＜消滅可能性＞自治体半数 ２０４０年２０～３９歳女性半減

Ｈ26．5．8

消滅可能性:全８９６自治体

日本創成会議・人口減少問題検討分科会の推計による「消滅可能性」８９６自

治体。数字は、2010 年から 30 年間での 20〜39 歳の女性人口の予想減少率。

◆埼玉県

①東秩父村 ８２．６ ⑪川島町 ６０．０

②小川町 ７５．６ ⑫越生町 ５９．８

③ときがわ町 ７５．５ ⑬寄居町 ５８．５

④鳩山町 ７１．６ ⑭嵐山町 ５８．１

⑤吉見町 ７０．７ ⑮美里町 ５７．８

⑥長瀞町 ６７．５ ⑯行田市 ５６．２

⑦横瀬町 ６７．４ ⑰宮代町 ５６．０

⑧小鹿野町 ６３．６ ⑱北本市 ５５．０

⑨幸手市 ６２．７ ⑲三郷市 ５４．９

⑩皆野町 ６２．３ ⑳飯能市 ５２．３

㉑秩父市 ５１．３

◆全国

①群馬県南牧村 ８９．９ ⑰京都府南山城村 ８３．０

②奈良県上川村 ８９．０ ⑰和歌山県高野町 ８３．０

③青森県今別町 ８８．２ ⑲奈良県東吉野村 ８２．７

④北海道奥尻町 ８６．７ ⑳埼玉県東秩父村 ８２．６

⑤北海道木古内町 ８６．５ ⑳徳島県神山町 ８２．６

⑥群馬県神流町 ８５．５ ㉒北海道姉背牛町 ８２．１

⑦北海道夕張市 ８４．６ ㉓山梨県早川町 ８２．０

⑧北海等歌志内市 ８４．５ ㉔大阪府能勢町 ８１．４

⑨北海道松前町 ８４．４ ㉕石川県能登町 ８１．３

⑨北海道福島町 ８４．４ ㉕鳥取県若桜町 ８１．３

⑨奈良県吉野町 ８４．４ ㉕高知県大月町 ８１．３

⑫群馬県下仁田町 ８３．７ ㉘北海道南幌町 ８０．９

⑫福島県那賀町 ８３．７ ㉙奈良県曽爾村 ８０．６

⑭高知県室戸市 ８３．４ ㉚奈良県新上五島町 ８０．４

⑮新潟県粟島浦町 ８３．２ ㉛高知県大豊町 ８０．２

⑯青森県外ケ浜町 ８３．１



内容

①群馬県南牧村 2,161人 面積118.83㎢ 予算規模約20億円 なんもくむら

②奈良県上川村 1,590人 面積269.16㎢ 小学生21人、中学生14人

③青森県今別町 2,962人 面積125.27㎢ 北海道新幹線奥津軽今別駅開業間近

④北海道奥尻町 2,882人 面積142.98㎢ 予算45億

⑤北海道木古内町 4,611人

⑥群馬県神流町 2,125人 面積114.60㎢

⑦北海道夕張市 9,362人 面積763.07㎢ Ｈ19財政再建団体 406億借金



長瀞町　総合戦略人口ビジョン及び総合戦略 策定スケジュール案

● ● ● ●

● ● ● ● ●

アンケート調査

町長ヒアリング ●

人口動向分析及び将来
推計
人口変化の影響に係る
分析・考察
人口の将来展望に係る
検討

地域特性の把握

課題整理

施策の洗い出し・整理

総合戦略案の作成
（具体的内容の検討）

ＫＰＩの検討

リライティング作業

パブリックコメント

効果検証等

各種会議での検討事項（案）
■地域創生本部

■地域創生推進会議

平成27年度

 ６月  ７月  ８月  ９月 10月 11月 12月  １月  ２月  ３月

長瀞町地域創生推進会議

長瀞町地域創生本部

基
礎
調
査
等

調査票作成 印刷・配布・回収 集計・分析

人
口
ビ
ジ
ョ
ン

総
合
戦
略

そ
の
他

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回
・制度概要の説明
・アンケート調査
    票の検討

・アンケート調査
    結果について
・人口ビジョン
    (案）の検討

・総合戦略の検討
（施策及び具体的
    な内容について）

・総合戦略の検討
(ＫＰＩについて）

・人口ビジョン・
    総合戦略の最終
    案の調整

第１回 第２回 第３回 第４回
・委員委嘱
・制度概要の説明
・スケジュール等の
    説明

・アンケート調査
    結果について
・人口ビジョン
（案）の検討

・総合戦略（案）
    の検討

・人口ビジョン・
    総合戦略の最終
    案の承認

平成２８年度予算編成

提案シートの基本目
標（国）への落とし込
み

総合戦略に位置付け
る施策検討

資料２



長瀞町の人口動態の現状と将来推計
現状のままいくと、長瀞町の人口はどうなるか

長瀞町の人口動態の現状と将来推計

１ 総 人 口 と 年 齢 別 人 口 の 推 移

（１）総人口と年齢３区分人口 １

（２）年齢３区分人口の推移 １

（３）年齢３区分人口比の国・県との比較 ２

（４）自然増減社会増減 ３

２ 人口移動の動向

（１）準移動 ４

（２）男女別年齢別準移動 ５

（３）転入及び転出の多い自治体 ６

３ 出生の動向

（１）合計特殊出生率 ６

４ 人 口 推 計

（１）国提供ワークシートの考え方 ７

（２）国提供ワークシートによる推計結果 ７

（３）自然増減・社会増減の影響度をみるシュミレーション ９

資料３
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１ 総人口と年齢別人口の推移

（１）総人口と年齢３区分人口

○総人口は1985年（昭和60年）以降緩やかな減少傾向にあり、次第に減少幅が大きく

なっています。

○年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）は減少にある一方で、65歳以上

人口は増加の一途を辿っています。

■総人口と年齢３区分人口の推移

資料：国勢調査

（２）年齢３区分人口の推移

○年少人口、生産年齢人口の割合が減少する一方で、老年人口の割合が増加しており、

2010年（平成22年）には30.0％に達しています。

■年齢３区分人口比の推移

資料：国勢調査

横ばいだった人口が減少傾向に推移
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7,908
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0%

20%

40%

60%

80%

100%

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

年少人口 生産年齢人口 老年人口



2

（３）年齢３区分人口比の国・県との比較

○年少人口割合は 1990 年（平成 2年）以降、国・県とほぼ同様に推移しています。生

産年齢人口は、国・県を下回る一方で、老年人口は国・県を上回っています。

○いずれの区分も秩父地域と同様に推移しています。

■年齢３区分人口比の秩父地域・埼玉県・国との比較

資料：国勢調査

※秩父地域：秩父市及び秩父郡（小鹿野町、長瀞町、横瀬町、皆野町、東秩父村）の市町村

国・県を上回る少子高齢化

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

長瀞町 23.9 21.6 18.5 16.8 15.3 13.6 12.1

秩父地域 23.1 21.3 18.7 16.9 15.3 13.9 12.7

埼玉県 26.9 23.5 18.7 16.1 14.8 14.0 13.3

国 23.5 21.5 18.2 15.9 14.6 13.6 13.1

10
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25

30
％

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

長瀞町 64.7 65.6 66.3 64.7 63.1 61.7 57.9

秩父地域 65.4 65.9 66.0 64.4 62.5 60.7 59.2

埼玉県 66.9 69.2 72.8 73.6 72.2 69.4 66.0

国 67.3 68.2 69.5 69.4 67.9 65.8 63.3

50

55

60

65
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75
％

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

長瀞町 11.4 12.8 15.2 18.5 21.6 24.7 30.0

秩父地域 11.5 12.8 15.3 18.7 22.2 25.3 28.0

埼玉県 6.2 7.2 8.3 10.1 12.8 16.4 20.4

国 9.1 10.3 12.0 14.5 17.3 20.1 22.8
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（４）自然増減・社会増減

○自然動態はマイナスで推移しており、減り幅が大きくなってきています。

○社会動態は、平成17年、22年を除きマイナスで推移しており、自然動態・社会動態

の合計値も平成17年を除きマイナスとなっています。

■自然動態・社会動態の推移

資料：埼玉県市町村勢概要 各年版

慢性的に続く自然減少・社会減減少
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２ 人口移動の動向

（１）純移動

転入と転出の差である純移動の年代別の動向をみると、

○進学・就職等による若年者（10歳台、20歳台）の大幅な転出が継続しています。

○30歳台、40歳台は1990年から2005年にかけては転入超過となっていましたが、

2005 年では転出超過となっています。一方で 60歳台は 2000年以降転入超過に転

じています。

■年齢別純移動数の推移

資料：国勢調査

進学・就職等による若年者の大幅な転出
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（２）男女別年齢別純移動

男女別・年齢別の移動の状況をみると、

○近年では進学・就職に伴う転出に見合うだけの転入を、他の世代で確保できていないた

め、全体として転出超過（純移動数がマイナス）となっています。

○平成 17 年→平成 22 年と、平成７年→平成 12 年を比較すると、近年では進学時点

（10-14 歳→15-19歳）、就職時点（15-19歳→20-24歳）、結婚・出産時点（25-29

歳→30-34 歳）の転出が大きくなっています。一方で、50歳台以上の世代の転入が拡

大しています。

■性別・年齢別純移動（平成 17 年→平成 22 年）

■性別・年齢別純移動（平成 12 年→平成 17 年）

資料：国勢調査

若年層が転出する一方で、50歳台以上の世代が微増
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（３）転入及び転出の多い自治体

○転入及び転出の多い自治体は、熊谷市、深谷市、寄居町、皆野町など近隣自治体となっ

ています。特に深谷市、熊谷市などの JR高崎線沿線都市への転出が多いことがうかが

えます。

■長瀞町への転入が多い自治体

■長瀞町から転出が多い自治体

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

３ 出生の動向

（１）合計特殊出生率

○合計特殊出生率は、平成16年～18年にかけて大幅に減少したのち、回復傾向にあり

ましたが、平成23年以降再び減少に転じています。

○国・県は緩やかな増加傾向にあり、長瀞町と約0.3～0.4 ほど差が出ています。

■合計特殊出生率の推移

資料：埼玉県保健医療部 保健医療政策課

JR 高崎線沿線都市への転出

国・県を下回る合計特殊出生率の推移
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平成14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25年
長瀞町 埼玉県 全国

2012 年（H24 年） 2013 年（H25 年） 2014 年（H26 年）

自治体 （人） 自治体 （人） 自治体 （人）

１位 秩父市 32 秩父市 47 寄居町 33

２位 深谷市 17 その他 152 皆野町 16

３位 寄居町 11 ― ― その他 110

2012 年（H24 年） 2013 年（H25 年） 2014 年（H26 年）

自治体 （人） 自治体 （人） 自治体 （人）

１位 秩父市 32 秩父市 20 秩父市 25

２位 深谷市 22 深谷町 20 寄居町 21

３位 その他 170 皆野町 18 熊谷市 16
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４ 人口推計

（１）国提供ワークシートの考え方

将来人口推計にあたっては、国のワークシートにおいて、パターン１からパターン４の

類型で行うこととされています。このうち、パターン１及びパターン２は考え方が定まっ

ているのに対して、パターン３及びパターン４は、自治体ごとに任意の仮定値を用いて推

計を行うことができます。

■シミュレーション結果

（２）国提供ワークシシートによる推計結果

○長瀞町の人口は今後も減少の一途を辿り、2040年（平成52年）には、約5,000 人、

2060年（平成72年）には約3,000 人となることが推計されます。

○人口移動について平成17年→平成22年の傾向が継続することを前提としたパターン

２の方が、人口移動量が縮小することを仮定したパターン１より、厳しい推計となって

います。

■推計パターン別にみた総人口の推移

資料：国提供ワークシート
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パターン１（社人研準拠） パターン２（民間機関準拠）

各推計パターン 概要

パターン１

（社人研推計準拠）

合計特殊出生率が現在程度で、人口移動が将来収束していくモデル（社人

研推計準拠）です。

2010年を基準年とし、5年ごとに2060年までの推計となっています。

全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定した推計です。

パターン 2

（日本創成会議推計準

拠）

合計特殊出生率が現在程度で、人口移動が将来収束しないモデル（日本創

成会議推計準拠）です。

2010年を基準年とし、5年ごとに2040年までの推計となっています。

全国の総移動数が、2010～2015年の推計値とおおむね同水準で、それ以

降も推移すると仮定した推計です。

パターン 3・4
自然動態に係る「合計特殊出生率」と社会動態に係る「純移動率」におい

て、自治体で任意の仮定値を設定して推計することが可能です。
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パターン１の推計結果

○年少人口、生産年齢人口はともに減少を続けますが、とくに生産年齢人口については、

大幅に減少し、2040年（平成52年）には約半数になるとされています。

○老年人口は、2020年（平成32年）をピークに減少に転じます。

○年少人口、生産年齢人口の割合は減少を続けますが、人口全体の縮小にともない、その

減少率は緩やかになるものされています。

■【パターン１】３区分別人口の推計

■【パターン１】年齢３区分人口比の推計

資料：国提供ワークシート
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（３）自然増減・社会増減の影響度をみるシミュレーション

自然増減と社会増減の影響度を分析するため、国から提示されているワークシートによ

り２つのシミュレーションを行うことができます。

■シミュレーションの概要

■シミュレーション結果

資料：国提供ワークシート

■シミュレーションの概要

7,908
7,421

6,927
6,411

5,895
5,379

4,875
4,385

3,919
3,479

3,071

5,328

3,824

6,125

5,238

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

人

パターン１（社人研準拠） シミュレーション１ シミュレーション２

各推計パターン 概要

シミュレーション①

（自然増減の比較）

・パターン１において、合計特殊出生率が2040年までに2.1ま

で上昇すると仮定します。

※すでに上回っている場合は現状維持で推移すると仮定。

シミュレーション②

（社会増減の比較）

・パターン１において、合計特殊出生率が2040年までに2.1ま

で上昇すると仮定します。

・移動人口（純移動率）がゼロで推移すると仮定します。

自然増減 社会増減

考え方

【シミュレーション１の 2040 年の

総人口／パターン１の 2040 年の総

人口】の数値に応じて、下の５段階に

整理。

「１」＝100％未満、「２」=100～

105％、「３」=105～110％、「４」

=110～115％、「５」=115％以上の増

加

【シミュレーション１の 2040 年の

総人口／パターン１の 2040 年の総

人口】の数値に応じて、右の５段階に

整理。

「１」＝100％未満、「２」=100～

110％、「３」=110～120％、「４」

=120～130％、「５」=130％以上の増

加

2040 年の推計人口
（パターン１：4,875 人）

5,328 人
（シミュレーション１）

6,125人
（シミュレーション２）

計算結果
104.7％

（シミュレーション１／パターン１）

115.0％
（シミュレーション２／シミュレーション１）

影響度 ２ ３

社会増減の

影響度

自然増減の

影響度
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○長瀞町の自然増減の影響度は「２」、社会増減の影響度は「３」となっており、自然増に比べ、

社会増のための施策を重点的に取り組んでいく必要があると考えられます。

○県内市町村と比較すると、埼玉県の市町村は東京都のベットタウン機能が強いこともあり、社会

増減の影響度が自然増減よりも高くなっている市町村がほとんどとなっています。

■自然増減・社会増減の影響度の比較（埼玉県内自治体）

資料：国提供ワークシートをもとに算出
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